
連携
〇東京圏、大阪圏に設置
〇コーディネーターが常駐

サテライトセンター

エコシステムによる
戦略的かつ自律的な経営

愛媛大学・高知大学連合
イノベーション エコシステム研究所

（仮）

企業・農協・漁協連携
愛媛大学・高知大学

学術振興・社会実装戦略本部

地域産業との組織的共同研究の推進

先端研究・技術開発

研究拠点形成
社会実装

販路拡大

ベンチャー企業設立

人材・資金投入
・研究費獲得
・知財等収入

特色ある研究の推進 地域産業への貢献

県・市町村 連携

●近年、わが国の水産業と農業の生産量および従事者数が減少し、国際情勢の不安定化もあり、わが国の食料安全保
障が脅かされている。これへの対応策として、高生産性の養殖水産業と施設園芸農業の発展が期待されている。

●水産養殖王国の愛媛県・愛媛大学と施設園芸農業王国の高知県・高知大学が、産業界と連携して、環境とエネルギー
保全にも配慮した循環型の養殖水産業と施設園芸農業を創出する。

●これらを通して『西南四国における持続的食料生産エコシステム』を確立し、わが国の食料安全保障に貢献するととも
に、愛媛大学と高知大学の戦略的経営にも寄与する。

西南四国における持続的食料生産を目指した研究体制の強化
～エコシステムの構築～



所長1名、副所長1名

施設園芸研究部門 食と健康研究部門

統括
研究部門

水産・海洋研究部門

・「地域健康プラットフォーム」構想
・機能性食品の開発

・「SATOUMI・OKIUMI」構想
・水産養殖プラットフォーム

・「Society5.0スマート農業」構想
・IoP×SPAによる全方向型農業

ＵＲＡ・コーディネーター・技術専門職員の配置（各大学に10名程度）

・新たに戦略本部が認定する研究部門

研究マネジメント

技術支援

産学連携支援

国内・国外渉外研究設備共用

社会実装支援

愛媛大学・高知大学連合イノベーションエコシステム研究所（仮）

進捗報告

両大学で取り組まれている研究課題の中で、よりハイレベルの研究に展開できるもの、また、
実用化研究を通して社会実装が可能で、産業イノベーションにつながるものを重点支援

・研究部門へ最適な人材の派遣
（６つの支援機能と研究部門のテーマを紐づけ）

・優先的に予算を配分

外部有識者

アドバイザリーボード

有効な知見や方向性の
アドバイスの提供

学内特区化

・研究費の獲得
・知財収入

愛媛大学・高知大学 学術振興・社会実装戦略本部
両学長が参加する会議にて重点支援事業の選定、進捗状況の確認等を行う

・重点支援事業の研究部門化
・研究部門への支援終了の判断

ガバニングボード

6つの研究支援機能

強 化 戦 略



水産養殖王国
魚類養殖生産量 全国1位
海岸線の長さ 全国5位

施設園芸農業王国
単位面積あたりの農業産出額 全国１位

○ 植物工場研究センター
経済産業省、農林水産省、それぞ
れから「植物工場研究拠点」の指
定を受け、2010年度に設置
植物生育診断技術に基づいた環
境制御や農業ロボットといったメカ
ノテクノロジー
太陽光利用型植物工場（総面積約
10,000m2）、育苗施設、貯蔵施
設、研修施設

○ 医農融合公衆衛生学環
全国初の医農融合による公衆衛
生大学院
食生活と健康状態の関連を科学
的に解明
地域の食材を活用した機能性食
品の予防医学への応用

○ 食品健康科学研究センター
医学と農学の融合による、機能性食品の
開発と社会実装
「Ｎプラスドリンクヨーグルト」「ひめ柑育
ちマハタ」「吟醸ｅポーク」など24品以上
を開発・上市

○ 南予水産研究センター
地域イノベーション・エコシステム
形成プログラム（2017-2021年
度）
国立大学では日本一の海面生簀
飼育施設によるスマ等の完全養
殖技術開発

○ 沿岸環境科学研究センター
海洋環境、環境汚染化学物質に関する
先端的共同利用・共同研究拠点（2016
年度～）
生物環境試料バンク（es-BANK）：過去
半世紀の間に地球規模で収集した11万
点以上の試料を冷凍保存

愛媛県 高知県

○ 海洋生物研究教育施設
増養殖技術や漁場造成、環境保
全などに関して、水族の生理・生
態、栄養、病理、環境、水理などの
各側面からの調査・実験・研究を
実施

○ ＩｏＰ共創センター
内閣府 地方大学・地域産業創
生交付金事業 （2018-2026
年度）
作物生産を決定づける光合成
や成長など生理生態情報を、
ビックデータ及びAIで「見える
化」して、生理生態情報に基づ
く合理的な営農支援情報として
「使える化」を行い、それらの情
報を産地で「共有化」

○水熱化学実験所
様々な無機材料の合成や
それら固体触媒の表面で
起こる反応メカニズム解
析などを行っており、その
ような基礎的な研究手法
をバイオマス変換触媒の
研究に応用

○ SAWACHI型健康社
会共創拠点

共創の場形成支援プログ
ラム (COI-NEXT) 地域
共創分野 (育成型)
（2021-2022年度）
オープンイノベーション拠
点 MEDiを中心に、地域
の健康課題解決及び
Health Techスタートアッ
プの誘致・集積を実施

○農林海洋科学部
海洋生物生産学コースにて、海
洋生物資源・水産資源の持続的
な生産・利用について多面的視
点から研究活動ならびに学びを
探究

○ プロテオサイエンスセンター
プロテオインタラクトーム解析共同
研究拠点（2022年度～）
小麦胚芽を用いた無細胞タンパク
質合成技術、大規模タンパク質
セット、超高速スクリーニング技術

★大学院連合農学研究科★
愛媛大学・高知大学・香川大学の連
合による農学系博士課程で、設置
から３８年間で１,200人以上に博士
号を授与

食研究に関する愛媛大学と高知大学の強み

「西南四国発、持続的食
料生産を目指した研究体
制の強化」をキーワードと
して、研究力を強化する。



地域中核・特色ある研究大学の振興

 我が国全体の研究力の発展をけん引する研究大学群の形成のため、地域中核・特色ある
研究大学に対し、強みや特色ある研究力を核とした戦略的経営の下、研究活動の国際展
開や社会実装の加速・レベルアップの実現に必要な環境構築の取組を支援

【地域中核・特色ある研究大学強化促進事業】

事業実施期間：令和５年度～ （5年間、基金により継続的に支援）
単価・件数：5億円程度/年・件×最大25件 ※別途、設備整備費（30億円程度/件）
支援対象：国公私立大学
支援内容：研究開発戦略の企画や実行に必要な体制整備等や設備等研究環境の高

度化を支援
 スケジュール（案）：５月以降に公募開始
 5年目を目途に評価を行い、進捗に応じて、必要な支援を展開できるよう、文科省及び

JSPSにおいて取組を継続的に支援（最長10年を目途）

【地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連携・共同研究の施設
整備事業】

単価・件数：平均20億円程度×25件程度
支援内容：（注：支援対象は「地域中核・特色ある大学強化促進事業」に同じ

研究力の向上戦略の下、大学間の連携等を通じて地域の中核・特色ある研究大学とし
て機能強化を図る大学による取組に対し、研究力を活かして国内外の社会課題解決やス
タートアップを含めた新産業創出などのイノベーション創出に必要な施設の整備を支援

1,498億円

502億円

【目指す姿】

令和４年度第2次補正予算額 2,000億円
【内訳】基金：1,498億円、施設整備：502億円

（別添４）
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